
内容紹介 中央社会保険医療協議会診療報酬改定の軌跡
診療報酬アーカイブス 1950─2014年

　本書は、昭和25年4月の中央社会保険医療協議会の発足から、平成26年4月の診療報酬改定
まで、及び診療報酬改定を巡る中医協の動向や関連審議会、診療報酬と関連する健康保険法等改
正などの制度改正の流れを時系列に整理した「診療報酬改定を巡る中医協等の推移（年表）」、診
療報酬改定にかかわる厚生労働省保険局長等通知・改定内容を掲載した「診療報酬改定の経緯」、
「関連資料」の3部構成となっています。
　診療報酬はその時々の疾病動向や医療政策と密接に関連する形で改定されてきた経緯もあり、
本書は、「中医協等の推移（年表）」後、昭和33年10月の新・診療報酬体系確立から平成 6年改
定での甲・乙表一本化、平成26年4月までの厚労省保険局通知、具体的な改定内容を整理して
掲載しました。局長通知等には改定の趣旨・目的が明記されており、それをもとに具体的な項目
の推移等を見て頂ければ、改定内容が把握できる構成になっています。

診療報酬改定を巡る中医協等の推移
　昭和25年の中医協設立を皮切りに，診療報酬改定はもちろん関連する制度改正の
内容などを含めて，診療報酬関連事項を年次形式で表記しました。中医協の建議や答
申に附記した意見など本書内に関連資料がある事項については，掲載ページを表記し
ています。

診療報酬改定を巡る中医協等の推移
　昭和25年の中医協設立を皮切りに，診療報酬改定はもちろん関連する制度改正の
内容などを含めて，診療報酬関連事項を年次形式で表記しました。中医協の建議や答
申に附記した意見など本書内に関連資料がある事項については，掲載ページを表記し
ています。

診療報酬改定の経緯
　昭和33年以降の診療報酬改定にかかわる厚生省，厚生労働省の保険局長（老人保
健関係含む）通知と診療報酬点数の主要項目から構成されています。

診療報酬改定の経緯
　昭和33年以降の診療報酬改定にかかわる厚生省，厚生労働省の保険局長（老人保
健関係含む）通知と診療報酬点数の主要項目から構成されています。

参考資料
　診療報酬改定に関する付随情報として，中医協建議や関係審議会の答申書，報告書，
意見書等を可能な限り収集，掲載しています。

参考資料
　診療報酬改定に関する付随情報として，中医協建議や関係審議会の答申書，報告書，
意見書等を可能な限り収集，掲載しています。

法律第 47号（昭和 25年 3月 31日）

社会保険審議会、社会保険医療協議会、社会保険審査官及び杜会保険審査会の
設置に関する法律

目次
　第一章　社会保険審議会（第一条̶第十二条）
　第二章　社会保険医療協議会（第十三条̶第二十一条）
　第三章　社会保険審査官及び社会保険審査会
　第一節　社会保険審査官（第二十二条）
　第二節　社会保険審査会（第二十三条̶第三十条）
　附則

第一章　社会保険審議会
（設置）
第一条　政府の管掌する健康保険事業並びに船員保険事業及び厚生年金保険事業の運営に関する事項を審議するた

め、厚生省に、社会保険審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（所掌事務）
第二条　審議会は、政府の管掌する健康保険事業並びに船員保険事業及び厚生年金保険事業の運営に関する事項に

ついて、厚生大臣の諮問に応じて審議し、及び文書をもって答申する外、自ら厚生大臣又は関係各大臣に、
文書をもって建議することができる。

（組織）
　第三条　審議会は、左に掲げる委員二十七人をもって組織する。

一　政府の管掌する健康保険並びに船員保険及び厚生年金保険の被保険者の利益を代表する委員　　九人
二　 政府の管掌する健康保険並びに船員保険及び厚生年金保険の被保険者を使用する事業主及び船舶所有者の

利益を代表する委員　　九人
三　公益を代表する委員　　九人
2　前項第三号の委員中には、医療関係の経験者を含むものとする。
3　厚生大臣は、審議会において専門の事項を審議するため必要があると認めるときは、その都度、六人以内の

昭和 42年 9月 10日

厚生大臣　坊　秀男　殿

中央社会保険医療協議会
会　長　　東畑　精一

建　議　書

　社会保険審議会及び社会保険医療協議会法第 14条第 1項の規定に基づき、診療報酬体系の適正化、医療経済に関
する調査等について、次のとおり建議する。
　今回の診療報酬の適正化は、本年 11月に実施する医療経済実態調査の終了後に実施するものとし、そのためにす
みやかにその具体案につき、本協議会に諮問すべきである。
　なお、政府は、今回の診療報酬の適正化に当って、従前の診療報酬改定におけると同様、低所得被保険者の負担増
の緩和のため、格段の財政措置を講ずることとすべきである。

第1　診療報酬体系の適正化
　診療報酬体系の適正化は、医療経済に関する諸調査を実施し、その結果に基づき、引き続き本協議会において
検討を続けることとするが、差し当り別表 1から 3のとおり、改善を行なうべきである。その主な点は次のとお
りである。

　 1　医科診療
（1）診察料
ア、甲表における初診時基本診療料及び乙表における初診料をそれぞれ 4点引き上げる。
イ、乙表における再診料の「注 1」を廃止するとともに甲表における再診時基本診療料を 3点引き上げる。
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改定年月日 1958年（昭和33年）10月1日

引上げ率
総医療費で8.5％

新点数表（甲表、乙表、歯科）を設定〔1点単価10円〕

基本事項

〇社会保険医療担当者の待遇改善
〇国民皆保険体制への基礎的条件の整備
〇診療報酬の組み立てを診療内容に即した合理的なものとするため、点数及び単価の全面改定
〇新医療費体系：甲表（新設）、乙表の二表に分離、医療機関による選択制
〇単価〔乙表の甲表地12.50円、乙地10.00円〕→10円
〇地域〔甲地（都会）：乙表1、乙地（その他の地域）：乙表2〕※①

重点項目

1表（点数×1.35倍）
2表（点数×1.25倍）

〇乙の再診料は投薬、注射、処置をしなかった場合にのみ算定できる
〇乙の投薬料は薬剤料と手技料に分離
〇使用薬剤の購入価格は別に厚生大臣が定める（薬価基準制度確立）

1

（1）初診
〇甲表：初診時基本診療料（18点）　〇乙表：初診料〔（乙表1）5.4点・（乙表2）5.0点〕
〇時間外加算〔（甲表）2点、（乙表1）2.7点・（乙表2）2.5点〕　〇甲表：時間外加算〔深夜（午後11時～午前6時）
10点〕

（2）再診

〇甲表：再診時基本診療料（5点）　〇乙表：再診料〔（乙表1）2.7点・（乙表2）2.5点〕
〇乙表：再診料は投薬、注射、処置をしなかった場合にのみ算定　〇時間外加算〔（甲表）2点、（乙表1）2.7
点・（乙表2）2.5点〕
〇甲表：時間外加算〔深夜（午後11時～午前6時）10点〕

（3）往診

〇往診料〔（甲表）12点、（乙表1）13.5点・（乙表2）12.5点、距離加算（2km毎）：（甲表）6点、（乙表1）6.8点・（乙
表2）6.3点〕　〇往診料〔同一家屋内往診料2人目以降1人につき加算（甲表）2点、（乙表1）1.4点・（乙表2）1.3点〕
〇往診料〔滞在時間加算（甲表：1時間超30分毎）5点〕　〇往診料：〔滞在時間加算（乙表：1時間超1時間毎）
（乙表1）5.4点・（乙表2）5.0点〕
〇甲表：時間外加算〔（夜間、難路・暴風雨又は暴風雪）100/100加算〕　〇乙表：時間外加算〔（夜間、難
路・暴風雨又は暴風雪）100/100加算〕

（4）指導

〇甲表：慢性疾患指導料（13点）※②（慢性疾患の範囲）　〇乙表：結核療養指導〔（乙表1）13.5点・（乙表2）
12.5点〕
〇乙表：療養指導（結核以外の患者）〔（乙表1）6.8点・（乙表2）6.3点〕　〇分べん監視〔（甲表：分べん監視
料）20点、（乙表1）20.3点・（乙表2）18.8点〕

2 投薬

〇甲表：投薬通則〔入院は薬剤料のみ〕　〇甲表：投薬通則〔入院外は〔薬剤料＋調剤料〕のみ。処方料なし〕
〇甲表：薬剤料〔60円超の場合：購入価格を10円で除して得た点数、60円以下の場合：平均購入価格を10
円で除して得た点数〕
〇甲表：調剤料（入院外）〔（水薬、散薬、丸薬（錠剤含む）、乳剤、カプセル剤：1剤1日分）0.8点、（屯服薬：
1剤3回分まで）1点、（液剤：500ccまで）1.6点、（巴布薬：100gまで）1.6点、（散布薬、塗布薬、膏薬：10g
又は10ccまで）1.6点、（点眼薬、点耳薬、点鼻薬：5g又は5ccまで）1.6点、（坐薬、浣腸薬：1剤3回分まで）
2点、（浸煎薬：1剤3日分）3点、（麻薬・毒薬加算：1調剤）1点〕
〇乙表：調剤料〔所定単位超：所定単位又は端数超毎に所定点数を加算〕　〇乙表：調剤料加算〔（麻薬、
毒薬を調剤した場合、1調剤）0.3点〕
〇乙表：調剤料内用薬〔（内服薬（水薬、散薬、丸薬（錠剤含む）、乳剤、カプセル剤：1剤1日分）（乙表1）0.7
点・（乙表2）0.6点〕　〇乙表：調剤料内用薬〔（浸煎薬：1剤1日分）（乙表1）0.9点・（乙表2）0.9点〕
〇乙表：調剤料内用薬〔（屯服薬：1回分）（乙表1）0.5点・（乙表2）0.5点〕　〇乙表：調剤料外用薬〔（液剤：
500ccまで）（乙表1）1.4点・（乙表2）1.3点〕
〇乙表：調剤料外用薬〔（巴布薬：100gまで）（乙表1）1.4点・（乙表2）1.3点〕　〇乙表：調剤料外用薬〔（散布
薬、塗布薬、膏薬：10g又は10cc）（乙表1）1.4点・（乙表2）1.3点〕
〇乙表：調剤料外用薬〔（点眼薬、点耳薬、点鼻薬：5g又は5cc）（乙表1）1.4点・（乙表2）1.3点〕　〇乙表：
調剤料外用薬〔（坐薬、浣腸薬：1回分）（乙表1）0.8点・（乙表2）0.8点〕
〇乙表：処方料〔調剤料の所定単位につき（乙表1）1.8点・（乙表2）1.7点〕　〇乙表：処方料〔内服薬2剤以上
処方した場合：1剤1日分の処方料から（乙表1）0.7点・（乙表2）0.6点を控除〕
〇乙表：処方料〔麻薬、毒薬加算：1処方）（乙表1）1.1点・（乙表2）1.0点〕加算
〇乙表：薬剤料〔（購入価格60円超の場合）購入価格を10円で除して得た点数〕　〇乙表：薬剤料〔（購入価
格60円以下の場合）〔使用薬剤の購入価格：（15円以下の場合）0.6点、（30円以下の場合）2.1点、（45円以下
の場合）3.6点、（60円以下の場合）5.1点〕

3 検査
〇甲表：簡単な検査は基本診療料に含まれる※③（簡単な検査）
〇検査項目中、※は乙表に採取料の掲げられている検査〔採取料＋検査料〕
〇乙表：採取料が掲げられている検査の採取料※④、⑤
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健康保険法の規定による療養に要する費用の算定方法の制定について

昭和 33年 7月 16日
厚生事務次官通達

　標記の件について、6月 30日健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法（昭和 33年 6月厚生省告
示第 177号）が制定され、本年 10月 1日から適用されることとなったが、今回の改訂は、社会保険の医療担当者が
待遇改善を図るとともに、国民皆保険の基礎的条件の整備を図るために医療報酬の点数及び単価に改訂を加えたもの
であって、これが運用の適否は単に健康保険のみならず、現在、最も重要な国の施策目標の一つとされている国民皆
保険の達成にも重大な影響を及ぼすものであることに鑑み、諸般の実施準備に万全を期するほか、ひろく改訂の趣旨
の周知徹底を図り、特に左記事項に留意してその運用の円滑適正を図られたく、命により通達する。

記

第1　改訂の趣旨
　健康保険の診療報酬の改訂の主眼は、医療担当者の待遇改善を図るとともに国民皆保険の基礎的条件を整備するこ
とを目的として、診療報酬の総枠の増加を図り、かつ、診療報酬の組計てを診療内容に即した合理的なものとするた
め点数及び単価に全面的改訂を加えたものであり、これによって我が国の医療報酬における不合理な諸点を是正して
診療内容の改善向上を期待し、さらに医療担当者等の事務的負担を大幅に軽減することを考慮したものであること。
　なお、歯科診療以外の診療については、今回の改訂が医療担当者の待遇改善を図ることを目的としていることに鑑
み、改訂により医療機関全体につき甲地乙地を平均して概ね 8 .5％の増収となるよう特に点数表に甲及び乙の二種を
設け（ただし、乙表については甲地及び乙地の別により（乙の 1）及び（乙の 2）を設けたこと。）、医療担当者の実
態に即し、その選択ができるようにしたものであること。

第2　改訂に伴って運用上特に留意すべき事項
1 診療報酬点数表を選択制
　保険医療機関に係る療養に要する費用の額は、歯科診療にあっては歯科診療報酬点数表により、歯科診療以外の
診療にあっては診療報酬点数表（甲）又は診療報酬点数表（乙の 1）若しくは診療報酬点数表（乙の 2）により算
定するものであるが、診療報酬点数表（乙の 1）又は診療報酬点数表（乙の 2）により算定したい場合は、保険医
療機関は当該保険医療機関の所在地の都道府県知事に対し申し出なければならないこととなっているので、保険医
療機関から申出のあった場合はその受理、確認、公示等に遺漏のないよう特段の配意をし、混乱の生じないよう努
めること。
2 社会保険各法等における診療報酬の算定
　保険医療機関が日雇労働者健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法（他の法律において準用し又は例に
よる場合を含む。）公共企業体職員等共済組合法又は市町村職員共済組合法（以下「社会保険各法」という。）によ
り療養の給付を担当する場合において、当該療養の給付に関する費用の額を算定するにあたっては、歯科診療以外
の診療については健康保険で採用している算定方法の別によりこれらの社会保険各法における療養の給付に関する
費用の額を算定するものであり、これら社会保険各法のそれぞれの療養の給付につき算定方法を異にすることはで
きないものであること。
　また、社会保険各法以外の生活保護法、身体障害者福祉法、児童福祉法、結核予防法等の指定医療機関にあって
は、当該指定医療機関が同時に保険医療機関である場合には、健康保険で採用している算定方法の別に準拠し、指
定医療機関に係る医療に要する費用の額の算定と保険医療機関に係る療養に要する費用の額の算定とが相互に異な
るという事態が生じないよう特段の指導を行うこと。
3 国民健康保険における診療報酬の算定
　国民健康保険の診療報酬に関しては、来る 10月 1日から改正国民健康保険法の実施を期しており、改正後にお
いては健康保険の診療報酬の例によることとなる予定であるので、国民健康保険の関係者に対しても健康保険の場
合と同様、十分に指導を行うこと。
　なお、改正国民健康保険法の実施が、やむを得ない事情により、10月 1日以降になる場合には、差し当たって
療養担当者との診療協定の改訂を行うこととなるが、当該療養担当者が同時に保険医療機関である場合には、健康
保険で採用している算定方法の別に準拠し、療養担当者に係る療養に要する費用の額の算定と保険医療機関に係る
療養に要する費用の額の算定とが異なることのないよう契約改訂にあたって十分指導を行うこと。
4 診療報酬の改訂の趣旨及び内容の周知徹底
　診療報酬の改訂実施が円滑適正に行なわれるためには、保険者、被保険者、医療担当者及び支払基金等の理解と
協力とが必要であることは当然であるので、実施期日に至る期間において今回の改訂の趣旨及び内容の周知徹底を

年　月　日 事　　項 事 項 内 容 等 ページ
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（昭和25年） 3月31日

社会保険審議会、社会保険医療
協議会、社会保険審査官及び社
会保険審査会の設置に関する法
律成立、公布

社会保険診療協議会・社会保険診療報酬算定協議会廃止
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4月 1日

中央社会保険医療協議会設立 委員構成：
① 健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者の利益
を代表する委員 6人
② 健康保険、船員保険及び国民健康保険の被保険者、事
業主及び船舶所有者の利益を代表する委員 6人
③医師、歯科医師及び薬剤師の利益を代表する委員 6人
④公益を代表する委員 6人

6月16日
中医協発足、初会合 会長に藤林敬三氏（慶應義塾大学教授）、会長代理に末

高信氏（早稲田大学教授）を選出
委員構成：保険者代表、被保険者・事業主代表、診療担
当者、公益代表各 6人の 4者構成、24人

7月 1日
診療報酬改定 ペニシリン注射引き下げ。レントゲン診断料（6× 6版

の点数新設、特殊造影剤の薬価加算の新設など）、精神
病特殊療法（薬剤による発熱療法の点数新設）の一部改
正

7月18日 （置設会査調度制薬医時臨、会査調酬報療診時臨省生厚 7月 26
日発足）を発表

8月 7日

臨時診療報酬調査会、臨時医薬
制度調査会初会合・諮問

臨時診療報酬調査会：医療の向上と国民経済的負担力を
勘案した医師、歯科医師、薬剤師の専門技術に対する適
正な技術料と薬価の基準
臨時医薬制度調査会：医薬分業を実施することの可否、
実施する場合の具体的地域及び時期を検討し、関係法規
の改正等

診療報酬改定 完全看護、完全給食の制度を設定し、これを行った場合
は入院料に 2点加算。手術料のうち、切開の点数は、部
位により 3～ 40点までの 8段階区分を 7～ 40点までの
4段階に整理。整形外科手術の関節脱臼観血的整復術、
バネ指手術の点数を新設。輸血料見直しと加算新設。全
身麻酔料 30点（ただし、100点以上の手術、処置の場合）

診療報酬改定を巡る中医協等の推移

関連事項の年月日を表記しました。

関連事項の出来事とその内容を表記しました。

『診療報酬改定の経緯』，『参考資料』に該当資料があるものについては，
本書内のページ数を記載しました。




